






































































































の都市計画事業として行われるのが、A. 土地利用規制、B. 市街地開発事業、C. 都市施設 の 3
つである（9）。
　A の土地利用規制には、住居系、商業系、工業系の別に市街化区域内の 13 種類の地域を
ゾーニングする用途地域制などの手法が属する。まちづくり 3 法下での調整政策の理解をめ
ぐって先に触れたものがこれであり、ここでは都市計画制度の調整的機能としている。











（出所）国土交通省都市局都市計画課『都市施設計画』 （2018 年 12 月）を基に筆者作成。（出所）国土交通省都市局都市計画課『都市施設計画』（2018 年 12 月）を基に筆者作成。
図 表 １   日 本 の 都 市 計 画 体 系
都 市 計 画 区 域





































































　このような事態を受け、2006 年にまちづくり 3 法の見直しが行われた。このとき都市計画
法をめぐっては、① 10,000㎡超の大規模商業施設の立地が可能な市街化区域内の用途地域を







活用件数は低迷し続けた。そして、2014 年には 2 度目の法改正が行われ、制度活用の裾野拡
大を目的とする認定要件の緩和措置などが講じられた（14）。しかし、その効果も限定的なもの







れる。なお、後者の指摘については、活用実績のある市町村が 1 期 5 年間の認定期間の満了
後に同法の継続申請を見送るなどのケースが近年増加していることが示すとおりである（16）。

























地規制効果をその第 2 の優位性と呼ぶとしよう。そうすると、第 2 の優位性が第 1 の優位性
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をさらに押し上げるという関係が形成されていることが理解されるであろう。







て、1998 年に都市計画法と他の 2 法からなるまちづくり 3 法が整備された。しかし、その効























































































































































































































































たい。その活用状況について、同様に 1973 年度から 2010 年度までの期間をみると、個々の
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53 件であった（38）。また、中小企業事業団（1992）によれば、1964 年から 1990 年までの期
間に土地区画整理事業や市街地再開発事業などの都市計画事業と商店街近代化事業とが併行
実施された件数は合計 86 件であったことが報告されている（39）。以上の実施件数については、

































































































見直し（2007 年 11 月施行）の直後の時期であったことを考慮する必要があると考える。
　すなわち、以上の政策対応が浸透した現在では、大手専門店チェーンの主な出店戦略（実














































































































































































































































































































































通省（2018）4 〜 50 ページを、その定義については国土交通省中国地方整備局都市・住宅整備課
（2016）21 ページを参照されたい。
　（3） こうした声がこの時期に本格的に高まることとなったのは、日本経済新聞社編（1990）や草野厚
（1992）などの議論から確認されるように、日米構造協議（1989 〜 1990 年、計 5 回開催）による
影響が大きかったということがいえる。一方、出店規制の対象を 500㎡超に引き下げるなどの対応
























　（13）川端基夫（2013）234 〜 236 ページ。
　（14）畠山直（2017）28 〜 29 ページ。
　（15） これまでの中心市街地活性化基本計画の認定地区一覧を基に、筆者が現行の認定地区数を算出
したもの。中心市街地活性化協議会支援センター「まちかつ」（https://machi.smrj.go.jp/about/
establish_area/index.html）。 2019 年 9 月 1 日閲覧。
　（16）畠山直（2017）35 〜 37 ページ。
　（17） この間の 5 回にわたる都市計画法改正のそれぞれの概要を示すと以下のとおりである。① 1998
年改正 : 特別用途地区の多様化 ② 2000 年改正 : 準都市計画区域制の創設 ③ 2002 年改正 : 提案制


















　（22）石原武政（2000）242 〜 244 ページ。
　（23）明石達生（2006）33 ページ。





　（26）佐藤康裕（2014）26 〜 28 ページ。佐無田光（2008）131 〜 133 ページなど。
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net/articles/-/272456）2019 年 10 月 22 日閲覧。一方、それが非正規雇用の依存度が低いことを
ただちに意味するものではないが、正規雇用者数の多い業態としては、大手製造業や通信、イン
フラ事業などが挙げられる。東洋経済オンライン「正社員数の多いトップ 500 社最新ランキング」





宇野史郎（1998）16 〜 54 ページを、移出ベース理論の基本的な概念枠組みについては佐無田光
（2008）132 ページを参照されたい。
　（29）宇野史郎（2005）4 〜 5 ページ。
　（30）加藤司（2009）5 〜 7 ページ。
　（31）宇野史郎（2013）10 〜 13 ページ。
　（32）石原武政（2006）94 ページ。














172 〜 173 ページ、川端基夫（2013）211 〜 216 ページ、などがある。
　（47）熊本市（2018）85 ページ。
　（48）熊本日日新聞「テナントなど発表 熊本市桜町の再開発ビル」2019 年 7 月 31 日付記事。
　（49） 『全国大型小売店総覧 2012 年版』（東洋経済新報社刊）によれば、従前の商業施設の総床面積は
27、445㎡（内訳 : 県民百貨店 25、095㎡、ダイソー熊本交通センター店 1,284㎡、センタープラ
ザ 1,066㎡）であった。
　（50） 熊本日日新聞社ウェブサイト（https://kumanichi.com/assets/news/20190730_press.pdf）2019
年 8 月 2 日閲覧。
　（51）同上。





制では、例えば 3,000㎡以上 10,000㎡未満の店舗の新設であれば、この 3 地域に加えて第 2 種住
居地域・準住居地域・工業地域・工業専用地域をあわせた計 7 種類の用途地域で可能となる。また、
1,500㎡以上 3,000㎡未満であれば以上に第１種住居地域を加えた第 1 種住居地域を加えた計 8 種
類に対象が広がり、さらに 500㎡以上 1,500㎡未満の場合はこれに第 2 種中高層住居専用地域を加
えた計 9 種類の用途地域で可能となる。
　（54）宇野史郎（1998）35 〜 37 ページ。
　（55） くまもと経済ウェブ版「桜町は事業費 755 億円」（http://kumamoto-keizai.co.jp/content/asp/
default.asp）2019 年 3 月 29 日付記事。
























武政編（2011）162 〜 165 ページを参照のこと。







熊本学園商学論集　第 24 巻　第 1 号（通巻第 62 号）2020・1
　（63） エリアマネジメントに関わる研究はこれまで多数取り組まれているが、近年の代表的なものとし
ては小林重敬編（2015）がある。































Granovetter（1973、訳書 2006）を、「橋渡し型」の社会関係資本は Putnam（2000、訳書 2006）










者たちのコメントを総合すると、1995 年 9 月に外資系の大手チェーン系レコード店が当該店舗に












清水義次（2014）104 〜 111 ページを参照されたい。
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  In recent years, large commercial buildings are being developed one after another not only in the 
big city center but also in the center of local cities of a certain size or larger, in Japan. However, 
projects for existing commercial areas rooted in shopping districts and other places where traditional 
commercial players are concentrated are not so active.
  At first in this study, I focused on these two contrasting movements, revealing that those main factors 
were improved coordination and facilitation of the commercial sector about urban planning system, 
and rising of its relative positioning. Then, I showed that the current mainstream of commercial 
revitalization is shifting to a city planning initiative, and that urban planning is only a means of town 
planning. Moreover, I pointed out that it is necessary to make good use of sophisticated urban planning 
and to clarify the perspective of local commerce from the standpoint of emphasizing local commerce 
and economic circulation within the region through commerce. In addition, I showed that these trends 
are due to the interaction of two factors, the problem of shopping streets about urban planning and the 
expansion of the domain of specialty store chains. So I insisted that it is essential to aim to strengthen 
conventional commerce through the strategic use of outpatient commerce, and due to this opinion, I 
suggested the concept of “Various effects on the local economy through commercial accumulation” and 
“Porting commercial contents from outside the region”, and examined the use of Town Management 
Companies.
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